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論 文 内 容 の 要 旨 
 
  
  
本研究の目的は、一般病院における高齢者への身体拘束縮小に向けた効果的な方策ついて、看護管
理者の実践に焦点をあて明らかにすることである。 
 
【研究１】 
１）一般病院の看護師長を対象に、身体拘束の実施と身体拘束縮小に向けた病院・病棟での取り組みに
関する質問紙調査を行い、279 名の回答を分析した。結果、身体拘束率は平均 28.2±19.2％であった。
また、約 70～80％の病棟において身体拘束に関するマニュアルや基準等が整備されていた。 
２）身体拘束の実施に影響する要因を明らかにするために、身体拘束率と「病院の要因」、「病棟の要因」、
「看護管理者の要因」、「身体拘束縮小に向けた病院・病棟での取り組み」の関連を分析し、身体拘
束率に正の相関を示した「診療・療養上の指示が通じない、または危険行動がある患者割合」、標
準化係数が負の値であった「病院の理念としての身体拘束縮小の明示」、「身体拘束に関するマニュ
アルの活用」、「身体拘束具の撤去」、「身体拘束縮小の評価」という 4 項目を抽出した。身体拘束率
を従属変数、身体拘束率に関連のあった要因を独立変数として重回帰分析を実施した結果、「診療・
療養上の指示が通じない、または危険行動がある患者割合」が β＝0.489（p<0.001）、4 項目の取り
組み得点が β＝－0.111（p<0.05）で、Ｒ2＝25.3％であった。 
 
【研究２】 
身体拘束縮小に向けた具体的な取り組み内容や身体拘束縮小の阻害要因を明らかにするために、10
名の看護師長にインタビュー調査を実施した。質的内容分析の結果、「高齢者の事故の危険性や事故に
伴う紛争に対する懸念や脅威を軽減する」、「身体拘束の実施を倫理的観点から検討することを促す」
という質問紙調査項目以外の看護管理者の実践が抽出された。 
 
全体考察の結果、病院組織の理念の具現化として身体拘束縮小を推進する看護管理者の実践が 
示唆された。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
医療の高度化を背景に入院医療を受ける高齢者は増加しているが、高齢者への安全対策として身体拘束
が実施されやすい傾向にあると言われている。本研究は、急性期医療を提供する一般病院における看護管
理者の実践に焦点をあて、高齢者に対する身体拘束の縮小に向けた効果的方策を明らかにしたものである。 
 まず、全国の一般病院の一般病棟における高齢者への身体拘束の実施の実態と、身体拘束縮小に向けた
病院・病棟での取り組み状況に関する質問紙調査を実施した。その結果、一般病棟における高齢者の身体
拘束率が平均 28.2％であること、60％以上の高齢者に対する身体拘束が１週間以上継続していること、身
体拘束を縮小する可能性のある取り組みとして、「病院の理念としての身体拘束縮小の明示」等４つの取り
組みがあることを明らかにした。次いで、10 名の一般病棟看護管理者にインタビュー調査を実施し、質問
紙調査で得られた取り組みの他に、「高齢者の事故の危険性や事故に伴う紛争に対する懸念や脅威を軽減す
る」等、身体拘束縮小に向けた２つの実践内容が明らかにした。 
我が国の一般病院に入院する高齢者の身体拘束率を明らかにした研究はこれまでになく、本研究におい
て明らかになった調査結果自体に価値があること、身体拘束を縮小する可能性のある取り組みとして、病
院組織をあげたシステムの構築が重要であり、そのシステムを病棟における看護実践に結びつけ、身体拘
束縮小の取り組みを定着させる看護管理者の実践が重要であることが示唆されることから、本研究は、看
護実践の質向上に寄与し、学術的価値を有する論文であり、博士（看護学）の学位を授与するに値するも
のと認める。 
 
 
 
  
